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実施計画

第５次実施計画

695,542 695,542 850,807 850,807

1 総
開発事業に係る
協議、検査及び
許認可事務等

下水道施設及び河川・水
路の適正な利用を図るた
め

市民・
事業者

等

義
務

下水道管
理課

開発事業者側からの
申請に対して協議、
検査の実施により下
水道施設及び河川・
水路の適正な利用が
図られた。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

1

開発事業に係る
協議、検査及び
許認可事務等

下水道管
理課

公共下水道工事
施工承認の申請
等の各種許認可
事務

申請に対して
適切に事務執
行した割合

１００％
１００％
（９２
件）

公共下水道工事
施工承認の申請
等の各種許認可
事務

申請に対して
適切に事務執
行した割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1

開発事業に係る
協議、検査及び
許認可事務等

下水道管
理課

上記許認可事務
に伴う完了検査
等の実施

検査対象に対
し適切に検査
を行った割合

１００％
１００％
（６２
件）

上記許認可事務
に伴う完了検査
等の実施

検査対象に対
し適切に検査
を行った割合

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

開発事業に係わる技
術的、専門的分野が
要求されることから
技術職の再任用職員
の確保が可能であれ
ば再任用の職員の活
用を図りたい。

予算
なし

1

開発事業に係る
協議、検査及び
許認可事務等

下水道管
理課

開発事業に係る
協議及び窓口で
の相談業務

窓口開設日数 ２４１日 ２４１日
開発事業に係る
協議及び窓口で
の相談業務

窓口開設日数 ２４３日
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
公共下水道の水
質検査に係る事
務

特定事業場等の水質検査
等の実施により下水道施
設及び公共用水質の保全
を図る。

処理区
域内の
市民、
各特定
事業者
と県

義
務

下水道管
理課

23,808

特定事業場等の水質
検査等の実施により
下水道施設及び公共
用水質の保全が図ら
れた。

Ａ 27,615
現状維

持
有り 維持

2

公共下水道の水
質検査に係る事
務

下水道管
理課

県への検査結果
の報告

報告回数 年１２回 年１２回
県への検査結果
の報告

報告回数 年１２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

市内の特定事業場等
の水質検査の立ち会
い、報告業務などに
ついて再任用職員の
活用を行っていく。

予算
なし

2

公共下水道の水
質検査に係る事
務

下水道管
理課

検査に係る設計
積算及び監督業
務

検査完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

検査に係る設計
積算及び監督業
務

検査完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2

公共下水道の水
質検査に係る事
務

下水道管
理課

水質検査の実施
（委託）

検査件数
年１７５
件

年１６９
件

23,808
水質検査の実施
（委託）

検査件数
年１７５
件

27,615
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
汚水桝の設置に
係る事務

公共下水道処理区域内に
おける、汚水ますの未設
置箇所について工事を行
い、公共下水道の維持そ
の他の管理に支障を及ぼ
さないようにする。

処理区
域内の
汚水ま
すの未
設置事
業主等

義
務

下水道管
理課

3,444

公共下水道処理区域
内の汚水ます未設置
箇所の工事を施工し
たことにより公共下
水道施設の適切な維
持管理が諮られた。

Ａ 6,500
現状維

持
なし 維持

3
汚水桝の設置に
係る事務

下水道管
理課

設置に係る申請
書の受理

申請に対し適
切に処理を
行った割合

１００％
１００％
（13
件）

設置に係る申請
書の受理

申請に対し適
切に処理を
行った割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
汚水桝の設置に
係る事務

下水道管
理課

設置に係る設計
積算及び監督

工事完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

設置に係る設計
積算及び監督

工事完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
汚水桝の設置に
係る事務

下水道管
理課

汚水桝の設置
（委託）

申請に対して
の設置割合

１００％
１００％
（１３箇
所）

3,444
汚水桝の設置
（委託）

申請に対して
の設置割合

１００％ 6,500
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

4 総
河川の維持管理
に係る事務（千
ノ川）

河川環境の保全により生
活環境を向上させるため

市民・
河川の
流域の
住民

施
管

千ノ川流路整
備・浚渫事業

下水道管
理課

92,336

適切な維持管理を行
なった事により、生
活環境向上の成果が
出ている。

Ａ 51,838 6
河川の維持管
理に係る事務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4

河川の維持管理
に係る事務（千
ノ川）

下水道管
理課

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

工事等の完了
期限

平成２２
年３月

平成２２
年３月

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

工事等の完了
期限

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4

河川の維持管理
に係る事務（千
ノ川）

下水道管
理課

河川の流路整備
工事、浚渫、除
草等の業務
（委託）

①千ノ川流路
整備工事
②除草
③浚渫汚泥処
理

①１９０
ｍ
②
88,100
㎡
③1.567
ｔ

①１８０
ｍ
②
60,400
㎡
③1,311
ｔ

92,336

河川の流路整備
工事、浚渫、除
草等の業務
（委託）

①千ノ川流路
整備工事
②除草
③浚渫汚泥処
理

①33ｍ
②
88,100
㎡
③1.450
ｔ

51,838 6
河川の維持管
理に係る事務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5 総
河川の維持管理
に係る事務（駒
寄川）

河川環境の保全により生
活環境を向上させるため

市民・
河川の
流域の
住民

施
管

駒寄川流路整
備・浚渫事業

下水道管
理課

10,525

適切な維持管理を行
なった事により、生
活環境向上の成果が
出ている。

Ａ 6,000 6
河川の維持管
理に係る事務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

実施計画
事業名

下水道河川管理課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

下水道河川管理課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

695,542 695,542 850,807 850,807

実施計画
事業名

下水道河川管理課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

下水道河川管理課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

5

河川の維持管理
に係る事務（駒
寄川）

下水道管
理課

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

工事等の完了
期限

平成２２
年３月

平成２２
年３月

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

工事等の完了
期限

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5

河川の維持管理
に係る事務（駒
寄川）

下水道管
理課

河川の流露整備
工事、浚渫業務

駒寄川流路整
備工事

２３０ｍ ２４８ｍ 10,525
河川の流露整備
工事、浚渫業務

駒寄川流路整
備工事

６０ｍ 6,000 6
河川の維持管
理に係る事務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

6 総
水路の維持管理
に係る事務

水路の保全により生活環
境を向上させるため

市民・
水路の
流域の
住民

施
管

下水道管
理課

68,371

適切な維持管理を行
なった事により、水
路の保全、生活環境
向上の成果が出てい
る。

Ａ 78,982 7
水路の維持管
理に係る事務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
水路の維持管理
に係る事務

下水道管
理課

水路の浚渫、草
刈り、マンホー
ル蓋の補修、EM
活性液の仕込み
及び投入
（直営）

作業実施日数 年２４１
日

年２４１
日

水路の浚渫、草
刈り、マンホー
ル蓋の補修、EM
活性液の仕込み
及び投入
（直営）

作業実施日数 年２４３
日

済
必
要

不
可

不
可

無 なし
２２年度より再任用
２名、臨時職員２名
を採用

維持

6
水路の維持管理
に係る事務

下水道管
理課

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

工事等の完了
期限

平成２２
年３月

平成２２
年３月

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

工事等の完了
期限

平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
水路の維持管理
に係る事務

下水道管
理課

水路の補修及び
修繕の実施
（委託）

①排水路維持
修繕
②甲蓋設置工
事
③排水路浚渫
④除草
⑤土壌分析調
査
⑥浚渫汚泥処
理
⑦今宿地内水
路補修工事

①８５箇
所
②２９５
ｍ
③6,140
ｍ
④
28,000
㎡
⑤26箇
所
⑥1,089
ｔ
⑦38ｍ

①53箇
所
②232ｍ
③3,668
ｍ
④
30,320
㎡
⑤26箇
所
⑥1,014
ｔ
⑦41ｍ

68,371
水路の補修及び
修繕の実施
（委託）

①排水路維持
修繕
②甲蓋設置工
事
③排水路浚渫
④除草
⑤土壌分析調
査
⑥浚渫汚泥処
理

①８５箇
所
②１８４
ｍ
③6,140
ｍ
④
28,000
㎡
⑤26箇
所
⑥1,095
ｔ

78,982 7
水路の維持管
理に係る事務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

6
水路の維持管理
に係る事務

下水道管
理課

道水路連絡会へ
の出席

出席率 １００％ １００％
道水路連絡会へ
の出席

出席率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
ポンプ場の維持
管理に係る事務
（一般会計）

公衆衛生の向上のため 市民
施
管

下水道管
理課

9,888

適切に維持管理を
行った結果、公衆衛
生の向上に成果が出
ている。

Ａ 12,393 4
ポンプ場の維
持管理に係る
事務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7

ポンプ場の維持
管理に係る事務
（一般会計）

下水道管
理課

ポンプ場の維持
修繕の設計積算
及び監督業務

完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

ポンプ場の維持
修繕の設計積算
及び監督業務

完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7

ポンプ場の維持
管理に係る事務
（一般会計）

下水道管
理課

ポンプ場の維持
修繕の実施
（委託）

ポンプ場の稼
働日数

年３６５
日

年３６５
日

9,888
ポンプ場の維持
修繕の実施
（委託）

ポンプ場の稼
働日数

年３６５
日

12,393
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

8 総
排水路新設事業
（排水不良地区
の解消事業）

排水不良箇所の解消のた
め

市民・
河川水
路の流
域の住

民

施
管

排水不良地区
の解消事業

下水道管
理課

30,847

排水不良地区におい
て、整備を実施した
ことにより排水不良
の解消に成果が出て
いる。

Ａ 22,050 8
排水路新設事
業

未 高 高 高 縮小 有り
増
や
す

8

排水路新設事業
（排水不良地区
の解消事業）

下水道管
理課

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

完了期限
平成２３
年３月

可
必
要

可
不
可

無 有り 23

工事の設計積算及び
監督に係わる業務に
ついて民間委託を活
用する。

増
や
す

8

排水路新設事業
（排水不良地区
の解消事業）

下水道管
理課

管路の新規築造
等の実施
（委託）

築造距離
年２６６
ｍ

年２６４
ｍ

30,847
管路の新規築造
等の実施
（委託）

築造距離
年１８０
ｍ

22,050 8
排水路新設事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 23

排水路新設事業につ
いては、事業担当課
の所管替えの可能性
などの検討を行うと
共に、事業実施路線
については緊急性、
必要性などを協議し
事業の縮小を行って
いく。

減
ら
す

9 総
排水路新設事業
（堤地内排水管
布設事業）

一般廃棄物 終処分場建
設に伴う地元との覚書に
基づく当該地区の排水管
整備

市民・
排水管
整備流
域の住

民

施
管

堤地内排水管
布設事業

下水道管
理課

19,190

一般廃棄物 終処分
場建設に伴う地元と
の覚書に基づいた排
水路の整備が実施さ
れた。

Ａ 12,540 8
排水路新設事
業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9

排水路新設事業
（堤地内排水管
布設事業）

下水道管
理課

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

工事等に係る設
計積算及び監督
業務

完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

695,542 695,542 850,807 850,807

実施計画
事業名

下水道河川管理課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

下水道河川管理課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

9

排水路新設事業
（堤地内排水管
布設事業）

下水道管
理課

管路の新規築造
等の実施
（委託）

築造距離
年２９７
ｍ

年２９７
ｍ

19,190
管路の新規築造
等の実施
（委託）

築造距離
年１００
ｍ

12,540 8
排水路新設事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

10 総
ポンプ場等の維
持管理に係る事
務（特別会計）

公衆衛生の向上のため

公共下
水道
(雨

水・汚
水)の
受益者

施
管

下水道管
理課

176,391

適切に維持管理を
行った結果、公衆衛
生の向上に成果が出
ている。

Ａ 228,812 4
ポンプ場等の
維持管理に係
る事務

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

10

ポンプ場等の維
持管理に係る事
務（特別会計）

下水道管
理課

ポンプ場の維持
補修の設計積算
及び監督業務

完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

ポンプ場の維持
補修の設計積算
及び監督業務

完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10

ポンプ場等の維
持管理に係る事
務（特別会計）

下水道管
理課

ポンプ場等の施
設の維持補修の
実施
（委託）

ポンプ場の稼
働日数

年３６５
日

年３６５
日

176,391

ポンプ場等の施
設の維持補修の
実施
（委託）

ポンプ場の稼
働日数

年３６５
日

228,812 4
ポンプ場等の
維持管理に係
る事務

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

11 総
下水道台帳の作
成に係る事務

下水道施設の適正な管理
及び利用を図るため

公共下
水道
(雨

水・汚
水)の
受益者

施
管

下水道管
理課

19,334
下水道施設の適正な
管理及び利用が図ら
れた。

Ａ 19,593 未 中 中 中
現状維

持
なし 維持

11
下水道台帳の作
成に係る事務

下水道管
理課

委託の設計積算
及び監督業務

完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

委託の設計積算
及び監督業務

完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

11
下水道台帳の作
成に係る事務

下水道管
理課

下水道台帳シス
テムの整備及び
保守管理作業の
実施

前年度データ
の修正率

１００％ １００％ 19,334

下水道台帳シス
テムの整備及び
保守管理作業の
実施

前年度データ
の修正率

１００％ 19,593
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

12 総
管路施設及び雨
水吐の維持補修
に係る事務

下水道施設の適正な管理
及び利用を図るため

公共下
水道
(雨

水・汚
水)の
受益者

施
管

不明水調査及
び管更生事業

下水道管
理課

199,900
下水道施設の適正な
管理及び利用が図ら
れた。

Ａ 259,074 3

管路施設及び
雨水吐の維持
補修に係る事
務

未 高 中 高
現状維

持
なし 維持

12

管路施設及び雨
水吐の維持補修
に係る事務

下水道管
理課

管路施設の維持
補修、浚渫の設
計積算及び監督
業務

完了期限
平成２２
年３月

平成２２
年３月

管路施設の維持
補修、浚渫の設
計積算及び監督
業務

完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12

管路施設及び雨
水吐の維持補修
に係る事務

下水道管
理課

管路施設、雨水
吐の維持補修作
業の実施（委
託）

年間修繕率 １００％ １００％ 28,735

管路施設、雨水
吐の維持補修作
業の実施（委
託）

年間修繕率 １００％ 159,074
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

12

管路施設及び雨
水吐の維持補修
に係る事務

下水道管
理課

管路施設の不明
水調査及び管路
更生工事(委託）

①不明水調査
②管更生工事

①
4.100m
②
5,000m

①
3,774m
②
1,487m

171,165
管路施設の不明
水調査及び管路
更生工事(委託）

①不明水調査
②管更生工事

①
4000m
②
4,100m

100,000 3

管路施設及び
雨水吐の維持
補修に係る事
務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総 駒寄川整備事業

駒寄川周辺地域の浸水被
害を軽減させるため、緊
急対策として狭小な仮設
護岸を暫定整備する。

市民
政
策

駒寄川整備事
業

下水道管
理課

23,649

工事に必要な仮設道
路用地の借地交渉に
不測の日数を要した
が浸水被害の軽減に
成果が出ている。

Ｂ 113,344 5
駒寄川整備事
業

未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

13 駒寄川整備事業
下水道管

理課

工事の設計積算
及び監督に係る
業務

工事の完了期
限

平成２２
年３月

平成２２
年３月

工事の設計積算
及び監督に係る
業務

工事の完了期
限

平成２３
年３月

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 23

工事の設計積算及び
監督に係わる業務に
ついて民間委託を活
用する。

増
や
す

13 駒寄川整備事業
下水道管

理課

暫定護岸整備工
事（工事請負） 延長距離 １１９ｍ

４８ｍ
（残は
H22年度
に明許繰
越）

23,649

13 駒寄川整備事業
下水道管

理課

暫定護岸整備工
事（工事請負）
（平成２１年度
から繰越）

延長距離 71ｍ 44,577 5
駒寄川整備事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

13 駒寄川整備事業
下水道管

理課
暫定護岸整備工
事（工事請負）

延長距離 １09ｍ 68,767 5
駒寄川整備事
業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14 総
下水道施設情報
システム構築事
業

防災体制の充実を図るた
め

市民
政
策

下水道施設情
報システム構
築事業

下水道管
理課

15,120

適切にシステム管理
を行っており防災体
制の充実に成果が上
がっている。

Ａ 941 2
下水道施設情
報システム構
築事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

695,542 695,542 850,807 850,807

実施計画
事業名

下水道河川管理課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

下水道河川管理課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

14

下水道施設情報
システム構築事
業

下水道管
理課

委託の設計積算
及び監督に係る
業務

完了期限
平成２２
年３月

委託の設計積算
及び監督に係る
業務

完了期限
平成２３
年３月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14

下水道施設情報
システム構築事
業

下水道管
理課

中央監視機能増
設整備の実施

整備期限
平成２２
年３月

15,120
中央監視機能増
設整備の実施

整備期限
平成２３
年３月

941 2
下水道施設情
報システム構
築事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15 総
下水道長寿命化
計画策定事務

下水道施設の老朽化によ
る事故や機能停止を未然
に防止するため長寿命化
計画を策定し計画的な改
築を行う

市民
施
管

下水道長寿命
化計画策定事
務

下水道管
理課

8,120 1
下水道長寿命
化計画策定

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

15
下水道長寿命化
計画策定事務

下水道管
理課

基本計画の策定
　（委託）

策定期限
平成２３
年３月

8,120 1
下水道長寿命
化計画策定

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等に伴う諸現象による同
時多発的災害が発生した
場合に、被害を軽減し、
応急対策活動を迅速、的
確に対処する。

全市民
等

義
務

下水道管
理課

888
災害応急対策活
動

下水道管
理課

部の災害応急対
策活動マニュア
ルにおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

マニュアル検
証及び見直し

４月 1月

部の災害応急対
策活動マニュア
ルにおける課
（班）の活動内
容の検証及び見
直し

マニュアル検
証及び見直し

４月

888
災害応急対策活
動

下水道管
理課

下水道施設にお
ける災害時の支
援要請

下水道施設の
被災状況の報
告と地震によ
り被災した時
は必要に応じ
て支援要請を
神奈川県へ行
う

随時 随時
下水道施設にお
ける災害時の支
援要請

下水道施設の
被災状況の報
告と地震によ
り被災した時
は必要に応じ
て支援要請を
神奈川県へ行
う

随時

888
災害応急対策活
動

下水道管
理課

災害等の行政施
策の総合調整
（災害等発生
時）

行政施策調整
会議の開催

随時 随時

災害等の行政施
策の総合調整
（災害等発生
時）

行政施策調整
会議の開催

随時

888 総 庁内共通業務
内
部

下水道管
理課

2,739 2,739 3,005 3,005


